
（単位：千円）

金　　　額 金　　　額

11,906,832 4,204,763
48,843 869,923
49,426

169,484
1,349,033 1,172,223
4,225,440 225,344
2,440,445 249,732

357,487 39,474
1,106,432 292,524

454,797 2,459
886,539 209,887

2,482 26,955
345,577 1,300

249 840,682
450,786 29,256
19,805

6,961,858 10,417,248
5,917,770 8,115,000
1,605,804 2,279,958

147,680 22,290
530,338

0
874

170,284 14,622,012
3,449,828

12,958 4,053,581
480,000

11,997
5,993 3,573,581
6,003 120,000

3,453,581
1,032,091 45,857

17,240 139,522
288,677 3,000,000
17,078 268,201
3,414

669,060
37,320 193,097
△ 700 193,097

4,246,678

18,868,691 18,868,691

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示している。

第７９期決算公告
平成２８年６月３０日

香川県仲多度郡多度津町南鴨200番地1
四国計測工業株式会社
取 締 役 社 長    和田　弘道

貸　　借　　対　　照　　表
（平成２８年３月３１日現在）

科　　　　　　　目 科　　　　　　　目

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 及 び 預 金 買 掛 金

受 取 手 形 1 年 以 内 返 済 予 定 の
245,000

電 子 記 録 債 権 長 期 借 入 金
譲 渡 債 権 未 収 入 金 工 事 未 払 金

売 掛 金 未 払 金

完 成 工 事 未 収 入 金 未 払 費 用

製 品 未 払 法 人 税 等

仕 掛 品 未 払 消 費 税 等

未 成 工 事 支 出 金 前 受 金

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 未 成 工 事 受 入 金

前 払 費 用 預 り 金

繰 延 税 金 資 産 前 受 収 益

未 収 入 金 賞 与 引 当 金

預 け 金 製 品 保 証 引 当 金

そ の 他

固 定 資 産 固 定 負 債

有 形 固 定 資 産 長 期 借 入 金

建 物 退 職 給 付 引 当 金

構 築 物 そ の 他

機 械 及 び 装 置

船 舶

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品 負 債 合 計

土 地 （ 純 資 産 の 部 ）

建 設 仮 勘 定 株 主 資 本

資 本 金

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権 利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

投 資 そ の 他 の 資 産 特 別 償 却 準 備 金

投 資 有 価 証 券 固定資産圧縮積立金

関 係 会 社 株 式 別 途 積 立 金

従 業 員 長 期 貸 付 金 繰 越 利 益 剰 余 金

純 資 産 合 計

資 産 合 計 負 債 及 び 純 資 産 合 計

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 評価･換算差額等

貸 倒 引 当 金 その他有価証券評価差額金



注記事項

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法
（１）有価証券の評価基準及び評価方法

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法

２．固定資産の減価償却の方法
（１）有形固定資産・・・・・・・・定率法

（２）無形固定資産・・・・・・・・定額法

３．引当金の計上基準

（１）

（２）

（３）

（４）退職給付　・・・従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の

４．製品売上高及び完成工事高の計上方法

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
（１）消費税等の処理方法

（２）連結納税制度の適用

Ⅱ．当期純損益

  当期純利益                                        444,797 千円        

　　　　　その他有価証券
　　　　　　時価のあるもの・・・・・決算日の市場価格等に基づく時価法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

       連結納税制度を適用している。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　移動平均法により算定）
　　　　　　時価のないもの・・・・・移動平均法による原価法

　　　　　仕掛品・未成工事支出金・・個別法による原価法
　　　　　原材料及び貯蔵品・製品・・移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下
　　　　　　　　　　　　　　　　　　に基づく簿価切下げの方法により算定）

貸倒引当金・・・売掛債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒
　　　　　　　　実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性
　　　　　　　　を検討し、回収不能見込額を計上している。
賞与引当金・・・従業員の賞与の支給に充てるため、当事業年度に負担すべき支給見込額
　　　　　　　　を計上している。
製品保証　・・・製品の保証に備えるため、当事業年度の製品に係る収益に対し過去の実
　　引当金　　　績率により算定した保証見込額を計上している。

　　引当金　　　見込額に基づき計上している。なお、退職給付債務の算定にあたり、退
　　　　　　　　職給付見込額を当事業年度までの期間に帰属させる方法については、期
　　　　　　　　間定額基準によっている。また、過去勤務費用は発生事業年度から５年
　　　　　　　　間で定額法により費用処理、数理計算上の差異は発生翌事業年度から５
　　　　　　　　年間で定額法により費用処理している。

　　　製品売上高及び完成工事高の計上は、工事契約のうち当事業年度末までの進捗部分について
　　成果の確実性が認められるものは、工事進行基準（進捗の見積もりは原価比例法）を適用し、
　　その他については工事完成基準を適用している。

　　　 税抜方式によっている。


